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１.はじめに 

近年、ビザの緩和や円安の影響もあり、訪日外国人

観光客の増加が続いている。国内において訪日外国人

旅行者数が最も多い地域は首都圏であり、2020年に東

京オリンピックを控え、さらなる増加が予想される。

海外から首都圏への玄関口としては、主に羽田・成田

空港があるが首都圏の上空は航空機による渋滞が慢

性化している。仮に両空港において新たな滑走路を整

備したとしても発着回数を大幅に増加させることは

困難な状況である。このため、訪日外国人の増加に対

応するためには、両空港の空域に干渉しない新たな首

都圏第 3 空港が必要となる。 

そこで、本研究では、首都圏第 3空港としてのポテ

ンシャルを持つ茨城空港へのアクセス鉄道の整備（つ

くばエクスプレス延伸または常磐線の支線整備）が首

都圏および茨城県の経済にもたらす効果を分析可能

なモデルを構築し、両路線の整備による地域経済効果

を比較分析することにより、望ましい路線を提案する。 

 

２.訪日外国人の茨城空港利用者数の推計 

将来の訪日外国人の首都圏の空港利用者数の推計

値、羽田・成田空港の利用者数（日本人利用者を除く）

の上限の差分から茨城空港の将来の外国人利用者数

（羽田・成田空港で賄えない利用者数）を推計できる。

訪日外国人の首都圏の空港利用者数は、日本全体の訪

日外国人旅行客数目標値と首都圏の空港利用率の最

新値から推計する。2030 年までの推計結果を表－１に

示す。 

表－1  訪日外国人の茨城空港利用者数（千人） 

 
 

３.潜在生産力の拡大の推計 

茨城空港アクセス鉄道整備に伴う所要時間短縮に

よる潜在生産力の拡大の推計を行う。潜在生産力の拡

大の推計式を(1)式、推計結果を表－２に示す。 

∆𝑋𝑡 = 𝑁𝑡𝑤𝑡∆𝑇𝑡 

 

 

𝑡は年度、∆𝑋は所要時間短縮に伴う潜在生産力の拡大、

𝑁は茨城県に立地する企業のビジネス目的国際線空港

利用者数、𝑤は時間価値、∆𝑇は成田空港までの所要時

間と茨城空港までの所要時間の差分である。 

表－２ 茨城県の潜在生産力の拡大の推計結果 

 

 

４.地域計量経済モデルの構築 

（１）概要 

 地域計量経済モデルは、Sato(2017)1)を参考に、首都

圏、茨城県それぞれについて構築する。茨城空港の首

都圏第 3空港化と空港アクセス鉄道整備による空港へ

のアクセス時間の短縮は、首都圏においては、海外か

らの観光・ビジネス目的の流入客数の増加、即ち移輸

出の増加をもたらすと仮定する。一方、茨城県におい

ては、観光・ビジネス目的の流入客数の増加に伴う移

輸出の増加に加え、アクセス時間の短縮が既存企業の

効率改善をもたらし潜在生産力が拡大すること、国

内・海外資本の投資が増加し企業が新規立地すること

を仮定する。これらを考慮した茨城県におけるモデル

フローを図－１、関係式を(2)、(3)式に示す。 

 

図－１ モデルフロー（茨城県） 

 

 

 

2017 28,691 11,385

2020 40,000 15,872 20,670 0

2030 60,000 23,808 20,670 3,138

データ出典:出入国管理統計,日本政府観光局
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(5) 

 𝑋𝑡 = f(𝐿𝐻𝑅𝑡 ∙ 𝑁𝑊𝑡 , 𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡) + ∆𝑋𝑡 

𝐺𝑅𝐸𝑡 = 𝐹𝐷𝑡 + ∆𝐼𝑃𝑡 + (𝐸𝑡 + ∆𝐸𝑡) − 𝑀𝑡 + 𝑍𝑡 

  

X は潜在生産力、LHR は平均労働時間の指数、NW は

就業者数、ROWは民間資本稼働率の指数、KPは民間

資本ストック、GRE は地域内総需要、FD は地域内最

終需要、∆𝐼𝑃は企業の新規立地に伴う民間企業設備投

資の増加、Eは移輸出、∆𝐸は流入客数の増加に伴う海

外からの移輸出の増加、Mは移輸入、Zは在庫投資を

示す。その他の関数については既存研究に従う。 

 

（２）パラメータ推定と現況再現性 

 2006 年度から 2015 年度の定常性が検証された首都

圏（東京都、埼玉県、千葉県、神奈川県）および茨城

県の時系列データを用いて、OLS（最小二乗法）により

各関数のパラメータ推定を行う。 

 生産関数(2)式については、コブダグラス型を仮定

し、(4)式を推定する。(4)式の各変数の定常性の検証

結果（首都圏）を表－３に示す。 

 

ln
𝑋𝑡

𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

 

    = (𝛼 + 𝛼′𝐷𝑈𝑀1 + 𝛼′′𝐷𝑈𝑀2) + 𝛽𝑙𝑛 (
𝐿𝐻𝑅𝑡 ∙ 𝑁𝑊𝑡

𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

) 

 

表－３ 定常性の検証結果（P値） 

 
 

 検証の結果、3 次産業の各変数については、原型列

で定常となった。一方、2 次産業の各変数については、

原型列で非定常、1 階の階差系列で定常となった。こ

のため、2 次産業の生産関数については、1 階の階差系

列を用いた(5)式を推定する。 

 

(ln
𝑋𝑡

𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

− ln
𝑋𝑡−1

𝑅𝑂𝑊𝑡−1 ∙ 𝐾𝑃𝑡−1

) 

= 𝛽 (ln
𝑁𝑊𝑡 ∙ 𝐿𝐻𝑅𝑡

𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

− ln
𝑁𝑊𝑡−1 ∙ 𝐿𝐻𝑅𝑡−1

𝑅𝑂𝑊𝑡−1 ∙ 𝐾𝑃𝑡−1

) 

 

 首都圏の 2 次産業、3 次産業の生産関数のパラメー

タ推定結果をそれぞれ表－４、表－５に示す。なお、

(4)式における DUM1 は 2006 年で 1、その他の期間で

0、DUM2 は 2007年で 1、その他の期間で 0とした。 

表－４ 生産関数推定結果（首都圏・2 次産業） 

 

表－５ 生産関数推定結果（首都圏・3 次産業） 

 
各関数の推定結果を踏まえたファイナルテストに

おける首都圏、茨城県の地域内総生産の 2007年～2015

年度の推計値と実績値の平均絶対誤差率（MAPE）はそ

れぞれ、0.717%、0.934%となった。 

 

５.シミュレーション分析 

 ここでは、2026 年につくばエクスプレス延伸整備ま

たは常磐線の支線整備をすることを想定する。なお、

建設期間中のフロー効果については計測対象としな

い。つくばエクスプレス延伸と常磐線支線整備が首都

圏、茨城県の地域内総生産に及ぼす影響（整備あり－

なし）を表－６に示す。 

表－６ 茨城空港アクセス鉄道整備が地域内 

  総生産に及ぼす影響（百万円） 

 
1 ㎞当たりの総工費を 137 億円（つくばエクスプレ

ス工事誌より）と仮定すると、つくばエクスプレス延

伸整備にかかる費用は 4,377 億円、常磐線の支線整備

にかかる費用は 1,688 億円となる。総工費と地域内総

生産への影響の比較から、常磐線の支線整備はつくば

エクスプレス延伸整備の約 3倍の費用対効果があるこ

とが示唆される。 

 

６.まとめ 

 本研究では、茨城空港アクセス鉄道整備により茨城

空港が首都圏第 3空港になることで、首都圏の空港容

量の増加、茨城空港への時間短縮が首都圏・茨城県の

地域経済に及ぼす影響を分析可能なモデルを構築し、

影響分析を行った。分析の結果、茨城空港アクセス鉄

道整備により、首都圏・茨城県ともに地域内総生産は

増加するという結果になった。また費用対効果の結果

から常磐線の支線整備が望ましいことが示された。 
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原型列 1階の階差系列

2次産業 0.2584 0.0358

3次産業 0.0715 －

2次産業 0.6629 0.0168

3次産業 0.1388 －

ln
𝑋𝑡

𝑅𝑂𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

ln
𝐿𝐻 𝑅𝑡 ∙ 𝑁𝑊𝑡

𝑅𝑂 𝑊𝑡 ∙ 𝐾𝑃𝑡

β R2 D.W.

0.5328

(3.224**)

注）　（　）内はt値。**：1％有意。

0.5199 2.4823

α α' α'' β R2 D.W.

1.2495 0.0426 0.0356 0.6248

(4.950) (2.723*) (2.282*) (6.649**)
0.9054 2.3185

注）　（　）内はt値。**：1％有意、*：5％有意。

TX 常磐線

2026 30,700 5,010 4,620

2031 159,000 3,370 2,910

2036 163,300 3,870 3,330

2040 165,300 4,240 3,650

首都圏
茨城県

(4) 

(2) 

(3) 
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